
 

令和３年度第１回岩手県公共事業評価専門委員会 

 

日 時 令和３年６月 10 日（木）９:30～12:00 

 場 所 エスポワールいわて ３階 特別ホール 

 

次     第 

 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

   小笠原専門委員長 

 

３ 議  事 

（１）令和３年度専門委員会の開催スケジュール等について 

（２）公共事業の再評価について 

  ・経営体育成基盤整備事業 鳥海地区（一戸町） 

  ・林道整備事業 翁沢線（西和賀町） 

・地域連携道路整備事業（ネットワーク形成型） 

一般国道 282 号 佐比内（八幡平市） 

・地域連携道路整備事業（地域密着型） 

主要地方道花巻大曲線 笹峠（西和賀町） 

・総合流域防災事業（河川） 二級河川宇部川水系明内川（野田村） 

・広域河川改修事業 二級河川新井田川水系瀬月内川(九戸村) 

・公営住宅整備事業（公営住宅） 県営岩脇緑が丘アパート（盛岡市） 

（３）その他 

 

４ 閉  会 



専門分野 備　　考

岩手大学理工学部
准教授

土木環境

泉　　　桂　子
岩手県立大学総合政策学部
准教授

森林経理学 副専門委員長

小笠原　敏　記
岩手大学理工学部
教授

海岸工学 専門委員長

清　水　真　弘
堤研一事務所
公認会計士・税理士

企業会計

谷　本　真　佑
岩手大学理工学部
助教

交通工学

武　藤　由　子
岩手大学農学部
准教授

農業土木

（敬称略）

岩手県公共事業評価専門委員会委員名簿(五十音順)

氏　　　名 職

石　川　奈　緒



 

令和３年度第１回公共事業評価専門委員会  

配付資料一覧 

 

資料 No.１ 令和３年度公共事業評価専門委員会開催スケジュール等（案） 

資料 No.２ 諮問書の写し 

資料 No.３ 令和３年度公共事業再評価地区 位置図 

資料 No.４ 令和３年度公共事業再評価調書 

・経営体育成基盤整備事業 鳥海地区（一戸町） 

     ・林道整備事業 翁沢線（西和賀町） 

・地域連携道路整備事業（ネットワーク形成型） 

一般国道 282 号 佐比内（八幡平市） 

・地域連携道路整備事業（地域密着型） 

主要地方道花巻大曲線 笹峠（西和賀町） 

・総合流域防災事業（河川） 二級河川宇部川水系明内川（野田村） 

・広域河川改修事業 二級河川新井田川水系瀬月内川(九戸村) 

・公営住宅建設事業（公営住宅） 県営岩脇緑が丘アパート（盛岡市） 

参考資料１ 詳細審議対象地区の選定について 

参考資料２ 令和２年度以降の公共事業評価及び大規模事業評価の進め方につ

いて（令和元年度第４回公共事業評価専門委員会資料） 

 

 

 

 

 



 



 
令和３年度公共事業評価専門委員会開催スケジュール等（案） 

 

１ 審議・報告案件 

（１）再評価案件の審議（７地区） 

・経営体育成基盤整備事業 鳥海地区（一戸町） 

・林道整備事業 翁沢線（西和賀町） 

・地域連携道路整備事業（ネットワーク形成型） 一般国道 282 号 佐比内（八幡平市） 

・地域連携道路整備事業（地域密着型） 主要地方道花巻大曲線 笹峠（西和賀町） 

・総合流域防災事業（河川） 二級河川宇部川水系明内川（野田村） 

・広域河川改修事業 二級河川新井田川水系瀬月内川(九戸村) 

・公営住宅建設事業（公営住宅） 県営岩脇緑が丘アパート（盛岡市） 

 

（２）事後評価案件の報告（３地区） 

   ・経営体育成基盤整備事業 白山（奥州市） 

   ・地域連携道路整備事業（市町村道代行整備） 宮古市道北部環状線（宮古市山口） 

   ・公営住宅建設事業（公営住宅） 松園アパート（盛岡市） 

 
 

資料№１ 
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開催日時 開催場所 主な内容(予定) 

第１回専門委員会 
６月 10 日（木） 
９:30～12:00 

エスポワールいわて 
３階特別ホール 

詳細審議地区選定

第２回専門委員会 
７月 12 日（月） 
13:30～16:00 

エスポワールいわて 
３階特別ホール 

詳細審議 
現地調査箇所の 
選定 

第３回専門委員会 
８月２日（月） 
９:30～17:00 

現地調査 現地調査 

第４回専門委員会 
９月９日（木） 
14：00～16:30 

エスポワールいわて 
３階特別ホール 

継続審議・答申案

の検討 
報告 

第５回専門委員会 
10 月 29 日（金） 
14:00～16:00 

未定 予備 

第６回専門委員会 （令和４年２月） 別途調整予定 次年度の予定等 

※審議状況等により、開催回数、開催時期が変更になる場合があります。 

２ 専門委員会のスケジュール 
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諮問書の写し 
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（別紙）

担当部局名：農林水産部

課　名 事　業　名 地区数 ①未着工 ②再評価 ③再々評価 ⑤随時評価
⑥国指針に
よる評価

農村建設課 経営体育成基盤整備事業 1 1

森林保全課 林道整備事業 1 1

合　計 2 0 1 1 0 0

担当部局名：県土整備部

課　名 事　業　名 地区数 ①未着工 ②再評価 ③再々評価 ⑤随時評価
⑥国指針に
よる再評価

道路建設課 地域連携道路整備事業（ネットワーク形成型） 1 1

道路建設課 地域連携道路整備事業（地域密着型） 1 1

河川課 総合流域防災事業（河川） 1 1

河川課 広域河川改修事業 1 1

建築住宅課 公営住宅建設事業（公営住宅） 1 1

合　計 5 1 1 3 0 0

総　合　計 7 1 2 4 0 0

※再評価要件：

① 事業に着手した年度から起算して５年度内に未着工の事業

② 事業に着手した年度から起算して１０年度内に完了が見込まれない事業（再評価を行う翌年度内に完了が見込まれるものは除く。）

③ 再評価を行った年度の翌年度から起算して５年度又は１０年度内に完了する見込みがない事業（再々評価）

（再評価を行う翌年度内に完了が見込まれるものは除く。）

④ 事業の準備又は実施計画に係る調査に要する費用が予算に計上された年度から起算して５年度内に事業に着手する見込みがない事業

（地域高規格道路及びダム事業に限る）

⑤ 社会経済情勢の急激な変化、事業計画の重要な変更等により、再評価を実施する必要があると判断した事業（随時再評価）

⑥ 国の補助に係る事業の評価に関して国から別に指針等が示された場合で、当該指針等に従って評価を実施する必要があると判断した

       事業 （随時再評価）

令和３年度公共事業再評価対象事業一覧表
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田野畑村

岩泉町

山田町

宮古市

大槌町

釜石市

住田町

陸前高田市

大船渡市

一戸町

九戸村

軽米町

二戸市

野田村

普代村

洋野町

久慈市

滝沢市

紫波町

岩手町

葛巻町

雫石町

八幡平市

矢巾町

盛岡市

平泉町

金ケ崎町

西和賀町
遠野市

一関市

奥州市

北上市

花巻市

総合流域防災事業 
（二級河川宇部川水系明内川 野田村）

地域連携道路整備事業 
（佐比内 八幡平市） 

５  

広域河川改修事業 
（二級河川新井田川水系瀬月内川 九戸村）

 農林水産部

 県土整備部

２  

林道整備事業 
（翁沢線 西和賀町） 

1３  

６

４  

経営体育成基盤整備事業 
（鳥海地区 一戸町） 

地域連携道路整備事業 
（笹峠 西和賀町） 

７

公営住宅建設事業 
（県営岩脇緑が丘アパート 盛岡市）

 

 

令和３年度公共事業再評価地区 位置図 
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令和３年度公共事業再評価調書 目次 
 
 
農林水産部 
番

号 
課 名 事 業 名 地 区 名 ページ 

1 農村建設課 経営体育成基盤整備事業 鳥海地区（一戸町） 10～14 

2 森林保全課 林道整備事業 翁沢線（西和賀町） 15～19 

県土整備部 

番

号 
課 名 事 業 名 地 区 名 ページ 

3 道路建設課 
地域連携道路整備事業 
（ネットワーク形成型） 

一般国道 282 号 佐比内（八幡平市） 20～24 

4 道路建設課 
地域連携道路整備事業 
（地域密着型） 

主要地方道花巻大曲線 笹峠（西和賀町） 25～29 

5 河川課 総合流域防災事業(河川) 二級河川宇部川水系明内川（野田村） 30～34 

6 河川課 広域河川改修事業 二級河川新井田川水系瀬月内川（九戸村） 35～39 

7 建築住宅課 公営住宅建設事業（公営住宅） 県営岩脇緑が丘アパート（盛岡市） 40～44 

 

 

9

SS17080044
タイプライターテキスト
資料No.4

SS17080044
タイプライターテキスト

SS17080044
長方形



 



様式５

(1) 事業目的 〔事業根拠法令等： 土地改良法〕

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

投資事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

再評価時全体計画期間

2021(R3)
Ｅ＝B+C+D

1,616

  他

①工事遅延理由
　本地区は、蛇行する幹線排水路に沿って農地が位置する細長い地形となっており、土の切り
盛りや表土運搬などの工事に想定以上の時間を要したもの。加えて、換地計画の策定に係る権
利者調整に不測の時間を要したもの。
②解決の見通し
　令和２年度末をもって区画整理工事が完了しており、残る暗渠排水工事も令和３年度内に完
了する予定である。また、令和４年度から令和５年度に換地処分を実施し、事業完了する見通
しである。
○中項目評価は、今後の計画的な事業推進が見込まれるため「a」とした。

　　

○中項目評価は、計画総事業費の増額及び事業期間の変更であるが、土地改良法上、変更内容
が「軽微な変更」に当たることから「b」とした。
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・施工面積の減（101.1ha→92.8ha）
・幹線排水路工の浸食防止対策の追加（護床工）
・事業期間の延伸（６年→12年）

(0.0) (0.0)

ＢＢ・

Ｆ＝E/A

進捗率

〔百万円〕

工事
着手

ア　解決すべき課題
・本地区の水田は10a程度の小区画・不整形で、農道が未整備であるため大型機械導入が困難で
あり、農作業効率が著しく悪い。
・水路は未整備で、田越(かけ流し)かんがいであるため、用排分離が不可能であり、水田の汎
用化の障害となっている。
・このような生産基盤の状況から、担い手への農地の利用集積が進みにくくなっている。
イ　整備によって得られる効果
・水田の大区画化や道路、水路の一体的な整備により、農業の生産条件が飛躍的に改善され、
農作業時間が50％以上削減される見込み。
・排水改良により水田の汎用性が高まることから、新たな作物の導入が促進される。
・意欲と能力のある経営体への農地利用集積が促進されることにより、経営規模拡大が図られ
る。

区画整理　92.8ha

・いわて県民計画(2019～2028)
　Ⅵ仕事・収入　37収益力の高い「食料・木材供給基地」をつくります
　④生産基盤の着実な整備　水田整備面積：2019(15,100ha)→2022(16,000ha)

事業計画
期　　間

再評価時
総事業費
2021(R3)

Ａ
2019(R元)

令和3年5月25日作成

2013年度
(H25年度)

農林水産部農村建設課

公共事業　再評価調書

用地
着手

補助・単独

一戸町

2013年度
(H25年度)～

路線名等

事業名 担当部課名

地区名 市町村－ 鳥海
ちょうかい

地区

経営体育成基盤整備事業

事
業
費

3,240.0 2,743.0

当初計画
総事業費
2012(H24)

　

（うち用地費）

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

(2.6)

事
　
業
　
概
　
要

2,478.0

（うち用地費）

事業
着手

2012年度
(H24年度)

・令和２年度までに区画整理は完了し、また、暗渠排水は７割が完了しており、整備済みの水
田においては、区画の拡大や排水改良、農業用水のパイプライン化により、機械での作業や水
管理などの農作業効率が大きく改善し、省力化された営農が展開されている。
・地域農業の担い手として「農事組合法人鳥海ファーム」が設立（令和２年６月）され、農地
の集積・集約化が進んでいる。（農地の面的集積率：2012(平成24年度)0.0％→2020(令和２年
度)49.5％）

中項目評価

2012(H24)

2012(H24)～

評　価 ＡＡ

○中項目評価が「a」、「b」である
ことから、大項目評価は「A」とし
た。

（当初全体計画期間)

2,938.0150.0

　

(2.6)

2023(R5)

事 業 費 の 状 況

2017(H29)

　

(0.0)

財　　源

(2.6)

45.0

ＣＢ

90.7%

・ Ａ ・

  国庫

中項目評価

  県

・

441

2020(R2)

工事費 2,044 2,610 566

測量試験費 224 274 50

用地補償費 99 179 80

換地費 111 177 66

2,478 3,240 762

・自然増：50

当初計画
総事業費

工種
再評価時
総事業費

差 理由（単位：百万円）

・自然増：389
・工法変更：210（幹線排水路工100、法面保護
工20、軟弱地盤対策60、暗渠排水工30）
・事業量：施工面積の減　△33

・自然増：45
・事業量変更：通信設備の移設追加　35

・自然増　36
・確定測量費の増　30
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県内の状況

 ウ 施工地域における状況

　

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　

面的集積率

(非常に積極的)
5

10

①ほ場整備推進委員会
がある　②事業委員
会、換地委員会で役割
分担　③2カ月に1回程
度鳥海地区ほ場整備推
進委員会を開催

(3,491千円)

①ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ通りの負担
②委員会、工事説明会
へ役場職員が参加　③
支援体制が明確(役場職
員の現場対応など)

熟
度

10aあたり事業費 10

推進組織の活動状況

(2,672千円)

81.25

0
(1.53)

2

10

市町村の支援体制 5

3.75 3.75

・「新たな土地改良長期計画」(計画期間：2021(令和３年)～2025(令和７年)が、2021(令和３)
年３月に閣議決定され、「持続的に発展する農業と多様な人が住み続けられる農村の実現に向
けて」を基本理念とし、３つの政策課題(Ⅰ.生産基盤の強化による農業の成長産業化、Ⅱ.多様
な人が住み続けられる農村の振興、Ⅲ.農業・農村の強靭化）が掲げられた。
・「Ⅰ.生産基盤の強化による農業の成長産業化」では、２つの政策目標(1．担い手への農地の
集積・集約化、スマート農業の推進による生産コスト削減を通じた農業競争力の強化、２.高収
益作物への転換、産地形成を通じた産地収益力の強化)を掲げ、担い手への農地の集積・集約化
や生産コストの削減を図る農地の大区画化等の基盤整備の推進、水田の大区画化、畑地・樹園
地の区画整理や緩傾斜化等、自動走行農機・水需要の多様化に向けて対応可能なICT水管理等に
よるスマート農業の推進、水田の汎用化や畑地化を推進し、野菜や果樹などの高収益作物に転
換するとともに、関連施策と連携した輸出の促進を図っていくこととしている。
・「総合的なTPP関連政策大綱(令和２年12月８日改訂)の農林水産分野の対策においても、農地
の集積・集約化及び大区画化により担い手の生産コストの引き下げを推進することとしてい
る。

　「いわて県民計画2019～2028」において、農業農村整備事業では、収益力の高い農林水産業
を実現するため、水田の大区画化や排水改良、農業水利施設の長寿命化対策など、生産基盤の
整備を着実に推進することとしている。
　また、「いわて農業農村整備の展開方向（2019～2022）」においては、「地域の特性に応じ
た収益力の高い農業の実現」を重点施策の一つに位置付け、①水田の大区画化と汎用化、②ほ
場整備を契機とした担い手への農地集積、③畑地かんがい施設の整備、④中山間地域における
地域の特性に応じた基盤整備を推進することとしている。

(66.9%)

(1項目)
0

評　点(A)

○中項目評価は、ア及びイのとおり、国と本県の政策の方向性が引続き一致しており、また、
全国、本県及び施工地域において政策や事業のあり方についての論議や見直しの検討がないた
め「a」とした。

配点

79.25 -2

(99.2%)第2回計変時

(積極的) (積極的)

(非常に積極的)

0

(再評価時/採択時)97.5%

①水田経営体に占める
認定農業者の割合15

010

増　減
(B)-(A)

中項目評価

(1項目)
水田の生産性(市町村)

　令和２年６月に本地区の担い手となる農事組合法人鳥海ファームが設立されるとともに、農
地利用集積や高収益作物の作付け拡大など、効率的・安定的な農業経営の確立に向けた取組が
進められているところである。
　事業に対する農家の期待は大きく、一戸町からも早期事業完了を要望されている。

　
必
要
性

備　考

地区担い手の農地集積目標 10

重
要
性

5

8中心経営体に占める認定
農業者の割合(市町村)

(4項目以上)

(81.3%)

地域振興計画等との整合性

10

10

10
10

10
(進度調整)

(7項目)

(66.9%)

5

緊
急
性

他事業との関連

営農上の緊急性

効
率
性

同意率

計

10

100

0

10
(99.2%)

県道工事

0

0

(進度調整)

5

①幅員不足②深水管理
③湿田化④断面不足⑤
用水の漏水⑥用水確保
不安定⑦耕作放棄地

最新の数値（令和２年
度）に見直したことに
よる

0

-2

①一戸町総合計画に登
載　②一戸農業振興地
域整備計画に登載③奨
励作物の実施④事業管
理計画書に登載

6

5

(4項目以上)

(71.0%)

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

7.5

10

 評　点(B)

事業着手時

7.5

再評価時

2

0

10

5

10

(1.43)

評価指標

3,240千円/92.8ha

0

(7項目)

10費用便益比(B/C) 10
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 〇 費用便益分析

（単位：千円）

　

費 用 便 益 比 (B/C)

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

　特になし

ａ . ｂ . ｃ

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 C D E

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無 　

　 ・その他特記事項 　 　

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況

　

ａ . ｂ . ｃ

○中項目評価は、各評価指標の評点の合計が、事業着手時の90%以上（97%）であるため「a」と
した。

 事業着手時

3,508,947

　年効果額　計 202,400

その他効果

総　便　益 (B)

1,325

221,712

2,802

2,153,516

（基準年：2020(R２年度))

評　価

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

1.431.53

費用便益分析手法

中項目評価

総費用総便益方式

付議している

・ＡＡ

293,096

3,802,043

中項目評価

（基準年：2011(H23年度))

184,664

103

217,482食料の安定供給の確保に関する効果

12,275

・ Ｂ  

区　　　分

3,582,324 5,465,433

農業の持続的発展に関する効果

189,604

2,338,180

当該事業による費用

費用便益分析手法:　

総　費　用 (C)

その他費用(関連事業費ほか)

なし

なし

400

費
用
項
目

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

再評価時

①主な助言内容
・希少野生動植物調査委員による現地調査(平成23年5月)、(平成29年10月)の結果、希少種の生
息は確認されていない。
②対応状況
・特になし
③その他
・排出ガス対策型建設機械の使用による大気汚染(温暖化)防止や再生資材(砕石)の積極的な使
用による資源の有効活用に努めている。

○中項目評価、「a」、「a」、「a」評価であることから、大項目評価は「AA」とした。

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分ごとの保全方向に沿って積極
的な対応をしているため「a」とした。

総費用総便益方式

ＣＡ

便
益
項
目

・

農村の振興に関する効果

「土地改良事業の費用対効果分析に関する基本方針の制定について（平
成19年3月28日付け農村振興局長通達）」による

121
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

　

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

評点 B/C

A AA 79.25 1.43

〇総合評価に係るコメント

(2) 要検討、中止の場合の対応

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準横断図等を添付のこと。

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
　本事業は、水田の大区画化や汎用化、用排水路の整備を行うことにより、大型機械の導入を
可能とするなど農業の生産条件の向上を図るものである。
　また、分散している農地を団地化することにより、農地の利用集積を促進し、農業経営の高
度化を図り、高い所得を安定的に確保できる経営体を育成するものである。
　このような「農業生産基盤の整備」と「経営体の育成」を一体的に推進できるのは本事業だ
けであるため、代替案はない。

②今後における代替案立案の可能性
　現時点で予想される今後の変化はないため、代替案立案の可能性はない。

①再評価の総括
・「事業の進捗状況等」については、工事の遅延はあるものの今後は計画的に事業進捗が見込
まれること、「社会経済情勢等の変化」については、(1)事業に関する社会経済情勢、(2)事業
に関する評価指標、(3)自然環境等の状況に関して大きな変化が見られないことから、「事業継
続」と判断したものである。

②特記事項
・特になし

○大評価項目が「A」評価と「AA」評価であることから、総合評価を「事業継続」とした。

・

(1)事業進捗状況 (2)社会経済情勢

総合評価
(対応方針案)

着手
年度

2012(H24) 2023(R5) 3,240 2,938 90.7% aa b a a

評価指標自然環境社会経済

参考

事業継続

計画変更進捗状況

要 検 討

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

中　止

投資
事業費
(百万円)

・

進捗率
(％)

完了予
定年度

事業費
(百万円)

（事業名)　経営体育成基盤整備事業　鳥海地区

総
　
合
　
評
　
価

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

・整備水準の見直しによる縮減額　　16,500千円（耕作道の敷砂利厚15㎝→10㎝）
 合計　16,500千円　　　　縮減率　0.5％（16,500千円/3,240,000千円)
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経
営

体
育

成
基

盤
整

備
事

業
鳥

海
地

区
平

面
図

【
整

備
ほ

場
で

の
水

稲
作

付
状

況
】

整
備

前
の

幹
線

排
水

路
（

赤
破

線
）

【
幹

線
排

水
路

の
状

況
】

【
整

備
前

】

写
真

①

写
真

①

写
真

②

幹
線

排
水

路

一
戸

駅

写
真

②

一
般

県
道

一
戸

浄
法

寺
線

区
画

整
理

に
よ

り
、

幹
線

排
水

路
（

赤
破

線
）

を
外

周
部

に
配

置

【
整

備
後

】
写

真
②

14



 



様式５

〔事業根拠法令等：  森林法第４条）

(1) 事業目的

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

投資事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

　 　

-

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

①変更内容

ａ . ｂ . ｃ

当初計画
総事業費
(H19年)

（うち用地費）

今回
再評価時
総事業費
(R3年)Ａ
（うち用地費）

前回
再評価時
総事業費
(H28年)
（うち用地費）

1,048.01,300.0 1,048.0

(    -   ) (    -   )(    -   )

Ｃ

○中項目評価が「b」、「b」で構成されて
いることから大項目評価は「ＢＢ」とし
た。

中項目評価

評　価 ＡＡ ・ Ａ ・ ＢＢ ・

②「b」と判断した理由
○中項目評価は、上記(1)イ①の理由による計画期間の変更であり、大幅な変更ではないため「b」とし
た。

計画期間

道路工 延長 L=8,105m 総事業費 1,048,000千円 延長 L=8,105m 総事業費 1,048,000千円

 H19～R3 　H19～R8

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

　全体計画延長約8.1kmのうち、令和２年度末までに約4.8km（進捗率59.3％）が完成し、既に供用開始し
ており、間伐等の森林整備（73.2ha）に利用されている。

①理由
　東日本大震災津波以降、事業単価の上昇等の影響及び国が示す予算額が年々減少したことにより、単年
度の整備延長が減少したことから、全体計画期間の延長が必要となった。
②解決の見通し
　限られた工事期間の中で、時期を逸することがないよう発注し、コスト縮減に取り組みながら、計画的
に事業進捗を図ることで、期間内の竣工が見込まれる。

○中項目評価は、東日本大震災津波以降の事業単価の上昇の影響による計画期間の延長が生じたものの、
現在の計画期間内の竣工が見込まれることから「b」とした。

中項目評価

項目 変更前（再評価時） 変更後（再々評価時）

・ Ｂ

　 　 　

(    -   ) (    -   ) (    -   ) (    -   )

  国庫

408.9
77.4%

  県

402.4

  他

H19～

25.2 0.0 811.3

Ｆ＝E/AR1
R2

Ｅ＝B+C+D 財　　源

― 市町村 西和賀町

H27 （当初全体計画期間)

事
業
費

事 業 費 の 状 況 〔百万円〕

R3

R3

事
　
業
　
概
　
要

○解決すべき課題や事業目的
　森林管理道翁沢線は、和賀郡西和賀町小繋沢地内に位置し、起点を町道川尻小繋沢線（小繋沢地区）、
終点を林道小俣沢線（野々宿地区）に連絡して事業実施している。
　当路線の利用区域内の森林は、町有林、県有林など機関造林地が大半を占めており、人工林の整備を進
めてきたが、林内路網の整備が遅れており、間伐など森林整備の推進に支障となっている。
　本事業は、造林・保育・素材生産等の森林施業の効率化や山村地域の振興を図るとともに、健全な森林
を育成するための森林整備の基盤となる林道を整備するものである。

○整備によって得られる効果
　林内路網の幹線となる林道が整備されることで、森林施業の低コスト化が図られることから、効率的で
適切な森林整備の促進により、間伐材等の木材生産量の増加による木材の安定供給や、水源涵養、県土の
保全等森林の多面的機能の持続的な発揮が期待される。

　全体計画延長8,105ｍ、幅員3.0m（4.0m）、全体事業費1,048,000千円

　林内道路密度（R16末）　24.7ｍ/ha（西和賀町）
　　※参考　　（R2現在）21.5ｍ/ha（西和賀町）

事業
着手

H19年度
事業計画
期　　間

再評価時全体計画期間

786.1

進捗率

路線名等 森林管理道
し ん り ん か ん り ど う

　翁
おきな

沢
ざ わ

線
せ ん

公共事業　再評価調書
令和３年５月６日作成

事業名 林道整備事業 補助・単独 担当部課名 農林水産部　森林保全課

地区名

H19 ～
用地
着手

－
工事
着手

H20年度

R8 再々評価時全体計画期間
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県の状況

 ウ 施工地域における状況

　

 

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　

　 　 　 　 　

(再々評価時/再評価時）

96%

　

良い 良い

計 100 77 74 -3

1.32 1.29

熟
度

地元の協力体制 10
5 5 0

効
率
性

費用便益比(B/C) 30
20 15 -5

0% 0%

0
保育、間伐

2項目以上 2項目以上

0

利用計画 5
5 5

公道の迂回路
防火線2項目以上 2項目以上

山地保全 5
5 5 0

緊
急
性

防災対策 5
5 5

5
5 5 0

3路線 3路線

3,915/359
≒11m/ha11m/ha 11m/ha

基幹的路線 5
4 4 0

重
要
性

林内路網密度 5
5 5 0

連絡線形(基幹道路) 連絡線形(基幹道路)

作業道の整備状況

地域振興 5
5 5 0 過疎地域

山村振興地域2地区 2地区

要整備森林の占有度 10
6 8 2 146.9/359×100

≒41％35% 41%

5
3 3 0

公共施設との連絡路線

1項目 1項目

6.34 7.53

利用区域森林面積 5
4 4 0

　
必
要
性

林業効果指数 5
5 5 0

359ha 359ha

定住環境

再評価時 再々評価時 増　減
(B)-(A)

備　考
評　点(A)  評　点(B)

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

　平成28年に、国は、本格的な利用期を迎えた森林資源の循環利用による林業の成長産業化、原木の安定
供給体制の構築等に向け「森林・林業基本計画」を変更した。
　この中で、林産物の供給及び利用に関しては「平成37年における国産材の供給量40百万㎥」を目標に掲
げており、効率的な生産基盤を確立するため、引き続き林道等の林内路網整備を推進することとしてい
る。

・平成27年に国が示した「路網整備水準の目安」においては、中傾斜地（15～30度）の林道等の林内道路
密度は、25～40ｍ/haとされているが、本県は16.7ｍ/ha（R2末）であり、水準への到達に向け、路網整備
の推進が必要となっている。
　こうした中、本県においては、計画的な林道整備を推進するため、実効性の高い中期的なアクションプ
ランとして、「林道整備事業中期実施計画」を策定し、現在、令和元年度を始期とした第４期計画に基づ
き、事業を実施している路線の早期完成等の取組を進めている。
・東日本大震災津波で被災した沿岸部の合板工場に替わり内陸部に整備された工場の操業開始や、県内各
地で木質バイオマス発電施設の整備が進み、木材需要が増大していることから、木材の安定供給に向け、
間伐材等木材生産の基盤となる林道等の林内路網の整備が急務となっている。

・本路線の利用区域においては、計画当初からの年数の経過により、人工林のうち森林整備が必要とされ
る50年生以下の林分が約61.0％（146.9ha）となっている一方、51年生以上の成熟した林分の面積の割合が
増加しており、木材生産等に向けた林道等の整備が急務となっている。
・本路線に位置する西和賀町南部は、平成27年度に操業開始した北上市の合板工場からの距離が約30kmと
近いことなど、本路線を開設することで、それらの森林資源を有効に利用できる。

○中項目評価は、全国又は県内において、林道事業に係る政策や事業のあり方についての議論や見直しの
検討がないため「a」とした。

中項目評価

評価指標 配点
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 〇 費用便益分析

（単位：百万円）

総　費　用 (C)

その他の便益

総　便　益 (B)

費 用 便 益 比 (B/C)

※費用便益分析において地域特性等考慮すべき特記事項

　

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

ａ . ｂ . ｃ

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 B

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無

　 ・その他特記事項 　 　

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況

　

　

ａ . ｂ . ｃ

 再評価時 再々評価時

159.0

233.0

97.0

1,769.0

665.0

615.0

629.9

675.7

1.61

事業着手時

1.32

1,100.7

1,100.7

173.3

258.3

97.7

1,834.9

100.8

2,207.7

313.2

（基準年：R3）

1,715.5

1.29

1,385.3

1,385.3

1,715.5

665.4

945.2

183.1

Ｃ  

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

中項目評価

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

あり

なし

 ○中項目評価が「a」「a」「a」で構成されている
ことから、大項目評価については「ＡＡ」とした。

評　価 ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・

付議している

≪環境等への配慮に要する経費≫
・間伐材を使用した木製構造物を施工（   11,445千円 ）
・再生砕石を使用　　　　　　　　　（    2,935千円 ）
・補強土擁壁の採用による壁面の緑化（    1,799千円 ）

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた
自然」の保全区分毎の保全方向に沿って積極的
な対応をしていることから「a」とした。

①主な助言内容
　事業計画区域内に希少植物が自生しているため、移植により対応するよう助言があった。

②対応状況
　現地調査を実施し、移植方法についての指導を受けた。

③対応結果
　開設区域に係る希少植物について、工事の進捗に合わせ、随時、移植を行いながら事業を実施している。

○中項目評価は、各評価指標の評点の合計
が事業着手時の90％以上であることから
「a」とした。

特になし

中項目評価

森林の総合利用便益

災害等縮減便益

便
益
項
目

木材生産便益

森林整備経費縮減等便益

全体事業費

※維持管理費等を含む

　費用便益分析手法:　林野公共事業における事業評価マニュアル（R2.6 林野庁）

区　　　分

費
用
項
目

（基準年：H19） （基準年：H28）
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

　

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

評点 B/C

BB AA 74 1.29

〇総合評価に係るコメント

　

(2) 要検討、中止の場合の対応

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準横断図等を添付のこと。

①再評価の総括
　｢事業の進捗状況等」については、「事業計画の大幅な変更」がなく、今後も計画的に進捗が見込まれる状況
であること、また、「社会経済情勢等の変化」については、効率的かつ安定的な林業生産活動を実現するため
の生産基盤として林道の必要性が高まっていることに加え、「評価指標」、「自然環境等の状況」に関して特
に大きな変化が見られないことから「事業継続」と評価したものである。

②特記事項
　なし

77.4% b b a a a

参考

進捗状況 計画変更 社会経済 評価指標 自然環境

中　止

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

（事業名)　林道整備事業　翁沢線

着手
年度

完了予
定年度

事業費
(百万円)

投資
事業費
(百万円)

進捗率
(％)

(1)事業進捗状況 (2)社会経済情勢

総
合
評
価

総合評価
(対応方針案)

事業継続 ・
要 検 討

・

H19 R8 1,048 811.3

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

・構造物設置経費の縮減額　　　 　     1,799千円（擁壁工において、補強土壁を採用）
・再生資源の活用による縮減額　　　　　2,935千円(路盤工において再生砕石を使用等)
・残土処理計画の見直しによる縮減額　　1,497千円(残土搬出先を事業計画区間外から区間内へ見直し)
・排水施設工の見直しによる縮減額　    2,785千円（暗渠工において、低価格な排水管を採用等）
　　　　　　　計  　　　　　　　　    9,016千円

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
　線形について、地形に追従した線形とすることで切土・盛土量の軽減を図り、事業の開設コスト等につ
いて比較検討し、現計画としたものである。
②今後における代替案立案の可能性
　現計画は森林整備を実施する区域を通過する線形であることに加え、本路線を幹線とした効率的な路網
の形成が可能なことから、事業効果がより高い代替案の可能性はない。
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様式１５

〔事業根拠法令等：道路法第12条、第50条〕

(1)　事業目的

◯路線の位置付け
・

　

　
・

◯整備によって得られる効果
・

　

(2)　事業内容

・計画延長：L=760m、計画幅員：W=6.0(9.5)m

・主要構造物：トンネルL=210m、橋梁1基

(3)　整備目標等

・大型車すれ違い困難箇所の解消：760m

・歩行安全性、快適性の向上（歩道設置延長）：286m（片側歩道）

(1)　事業の進捗状況

ア　整備効果の発現状況

・未供用であるため、整備効果の発現はない。

イ　未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

① 理由

② 解決の見通し

○

　

, ,

(2)　事業計画の変更の有無及び内容

総事業費　1,000百万円　→　2,000百万円

【事業費】

・ トンネル工による増額

① 脆弱な地層が確認されたことに伴う増額

② 重金属が含まれる地質が確認されたことによる

対策工の検討及び追加

・ 社会的要因による増額(労務費や資材単価等の上昇)

○金額が増額となるものの、事業内容に大幅な変更はないため中項目評価を「b」とした。

, ,

◯中項目評価が「b」、「b」であることから、大項目評価を「BB」とした。

, , , , C

c

中項目評価 a b c

評　価 AA A BB B

中項目評価 a b

(うち用地費)

1,000.0

(142.0)
県

他

〔百万円〕

E=B+C+D

463.4

(123.6)

(うち用地費)

事

業

の

進

捗

状

況

等

事業計画
期　　間

H24 ～
R6

H30

(72.9)

事
業
費

2,000.0

(123.6)

B

214.3

進捗率

F=E/A

23.2%
国庫 250.9

投資事業費

197.2

0.0

用地取得が74％であり、残る用地取得の目処も立っていること、森林管理署と協議の上、保安林解除
申請書を提出済みであること、令和３年度から道路改良工事に着手予定であることから、令和６年度
までの事業完了に見通しが立っている。

中項目評価は、完了予定年度を前回評価時より６年延伸したが、完成の見通しが立っていることから
「b」とした。

事

業

概

要

用地
着手

H29年度

地区名 佐比内
さひない

当初計画
総事業費
(H24年)

H24年度

再評価時
総事業費
(R3年)A

一般国道282号は、盛岡市から青森県平川市を結ぶ幹線道路であり、北東北の物流・観光・産業を
支えているほか、並行する東北縦貫自動車道路の通行止め時には迂回路として機能し、代替補完路
に指定されているなど、重要な役割を果たしている。

路線名等

地域連携道路整備事業
（ネットワーク形成型）

幅員狭小及び線形不良箇所の解消により、特にも冬期間における通行車両及び歩行者の安全で円滑
な交通の確保を図り、広域産業の支援強化が図られる。

補助・単独

事業
着手

八幡平市一般国道282号

(32.0)

事　　業　　費　　の　　状　　況

H24年～
　R1年

市町村

公共事業　再評価調書

事業名 担当部課名 県土整備部　道路建設課

工事
着手

財　　源

R3年度

当該地区は、幅員狭小かつ線形不良であり、冬期間の積雪量も多いことから、大型車のみならず普
通車の通行及びすれ違いが困難な区間となっており、安全な通行の支障となっている。

179.0

再評価時全体計画期間

（当初全体計画期間）

70.1

(18.7)

D

R3年

C

R2年

用地取得に時間を要したこと、保安林解除手続きにおいて、工事計画の追加検討の時間が必要となっ
たこと等から、当初評価時より６年延伸が必要となった。

令和３年５月17日作成

増額費用

トンネル工による増額

社会的要因による増額

1,000,000千円

660,000千円

340,000千円
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(1)　事業に関する社会経済情勢

ア　全国の状況

・

・

イ　本県内の状況

・

ウ　施工地域における状況

・ 八幡平市より当該道路の整備促進について要望がある。

・

・ 令和３年２月４日の吹雪により東北縦貫自動車道が通行止めとなり、代替路の役割を果たしている。

○ 中項目評価は、本県及び施工地域において議論や見直しの検討は無いことから「a」とした。

, ,

計

縦断勾配

歩道設置の必要性

混雑度

定時性

ネットワークの位置付け

産業振興、生活支援

計

計

曲線半径

計

費用便益費(B/C)

計

関連事業の有無

冠水区間、主要渋滞ポイント、老朽橋、
交通不能区間、通行危険箇所等

部分供用の有無

10km以内に迂回道路

用地取得の進捗状況

地元要望

事故率

76 69 -7

評価指標

必要性

重要性

緊急性

効率性

熟度

車道等幅員

3

0

3

1

-11

-11

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(B/C=0.9)
7
3

(74%)
2

(4項目)
30
0

(無)

(有)

5
(無)
10
7

(通行危険箇所)

0
(5.0km/h未満)

0
(履歴無)

5
(山村過疎地域)

15

15

(有)

5
(無)
10

(無)
5

(通行危険箇所)

5

4

18
(B/C=2.7)

18

(4項目)
27

2
(30%以上60％以下)

2

0

5
(規定値-2m未満)

4
(-10km/h縮小値未満)

0
(既定値以下)

備考

計

配点
事業着手時
評点(A)

H24

今回再評価時
評点(B)

R3

増減
(B)-(A)

5

5

5

3

5

30

15

15

5

5

0

5

20

3
(人家連担部)

0
(1.0未満)

現況最小曲線半径80m
<-10km/h縮小値(100m)

4
(-10km/h縮小値未満)

(1.0未満)

現況最小幅員5.5m
<規定値-2m(7.0m)

5
(規定値-2m未満)

0
(5.0km/h未満)

2

20

3

2

5

0
(履歴無)

5
(山村過疎地域)

2

3

15

100

過疎地域等の振興

0
(既定値以下)

物流支援。観光支援、交通
拠点アクセス、県境道路

「被災地の復旧・復興、防災減災対策」、「社会資本の老朽化への対応」、「国民生活の安全・安心
の確保」、「生産性を向上させる社会資本整備」、「魅力ある地域づくり」等、広域な分野にわたっ
て重要な政策を展開している。

近年激甚化している災害により全国で大きな被害が頻発している状況から、令和２年12月に閣議決定
された「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」について、集中的に取り組んでいくこ
ととしている。

現況最急縦断勾配1.5%
<規定値(5%)

3
(人家連担部)

17

0

0

91%

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

（今回再評価/前回事前評価）

通行危険箇所
（防災点検）

30

(緊急かつ地域形成型広域道路)

15

17
12

(代替・補完路)

混雑度0.94＜1.0
0

1

「いわて県民計画（2019～2028）」においては、産業を支える社会資本の整備や安全で安心な暮らし
を支える社会資本の整備を重点的な政策の柱として掲げており、この中で道路整備は、地域産業の競
争力の向上を目指し、工業製品や農林水産物等の物流の円滑化を図る幹線道路ネットワークを構築す
ることや、地域間の交流・連携の基盤となる広域振興圏相互や隣接県を結ぶ道路の整備を推進すると
ともに、通勤・通学などの日常生活を支える道作りを進めることとしている。

中項目評価 a b c

当該箇所は、「防災・減災、国土強靭化のための５か年対策」の対象箇所となっており、予算配分の
優遇が見込まれる。

21



◯費用便益分析（全線供用による便益計算）

費用便益分析手法：費用便益分析マニュアル（H30.2月）、道路投資の評価に関する指針（案）第１編（H10.6月）、

第２編（H11.11月）

（単位：百万円）

※費用便益分析において地域特性等考慮すべき特記事項

・参考として、地域補正係数による修正便益を考慮したB/Cを算出している。

・ 基準改定により総便益の考え方変更

事業着手時 (３便益＋その他便益＋修正便益)

再評価時 (３便益＋その他便益)

◯関連する開発プロジェクト等の状況

・特になし

○ 中項目評価は、各評価指標の評点の合計が事業着手時の90％以上であるため、「a」とした。

, ,

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

ア　動植物、地形、地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境等保全指針による保全区分 D,E

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無

・その他

イ　環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費
・

《環境等への配慮に要する経費》

・再生AS合材や再生砕石を使用 千円

・切土・盛土の植生緑化 千円

○ 中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分毎の保全方向に沿って、積極的な

　対応をしていることから、「a」とした。

, ,

◯中項目評価が「a」、「a」、「a」であることから、大項目評価を「AA」とした。

， ， ，

その他便益 ② 1,377.0 1,340.0

小計 ①＋② 1,668.0 1,764.6

区分
事業着手時

17.3

再評価時

（基準年：H24） （基準年：R3）

費
用
項
目

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

中項目評価

40,000

66,000

中項目評価 a b c

a b c

評　価 AA A B C

なし

なし

事業実施にあたり、振興局で開催される希少野生動植物調査検討委員会に諮り、有識者からの施工
に対する意見等はなく了承いただいている。

改築費 812.0 1,772.4

維持費 32.0 37.3

総費用（C） 844.0 1,809.7

便
益
項
目

時間短縮便益 277.0 407.3

走行経費減少便益 14.0

事故減少便益 0.0 0.0

３便益 ① 291.0 424.6

環境改善便益 -3.0 2.5

拡張便益 1,380.0 1,337.5

修正便益 ③ 589.0 717.7

総便益（B） ①＋②＋③ 2,257.0 2,482.3

将来交通量 2,430台/日(R12) 1,923台/日(R12)

費用便益比　B（①＋②）/C 2.0 0.9

（参考）修正費用便益比　B（①＋②+③）/C 2.7 1.3

22



(1)　コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

・ 橋梁架け替えの工法変更(既設橋台を活用し橋梁取壊し費用を縮減) 千円

(2)　代替案立案の可能性

代替案として考えられる他の事業手法

　事業区間のルートは、下記理由により代替案立案の可能性は無い。

・令和２年度までに、用地買収及び物件補償が74％完了している。

・近接するＪＲ線、東北自動車道高架の橋脚、道路法面における落石崩落の防災点検箇所などの

コントロールポイントによりルートの設計を行っている。

(1)　総合評価

・ ・

（事業名）地域連携道路整備事業（ネットワーク形成型）　佐比内

◯総合評価に係るコメント

【再評価の総括】

・ 「事業の進捗状況等」については、総事業費の変更と年次計画の変更はあるものの、用地取得率は

74％となっており、森林管理署と協議のうえ保安林解除申請書を提出済みであることや、令和３年

度から道路改良工事に着手予定であることから、令和６年度までの事業完了に見通しが立っている。

・ 「社会経済情勢の変化」について、大きな変化は見られない。

・ 冬期間の積雪量も多いことから、大型車のみならず普通車の通行及びすれ違いが困難な区間となっ

ており、早期の道路整備が望まれる。

・以上のことから「事業継続」としたものである。

総合評価
(対応方針案)

要検討 中　止事業継続

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

総

合

評

価

23.2%

(修正B/C=1.3)

〔事業継続、見直し継続、休止、中止〕

自然環境

(2)社会経済情勢 参考進捗率
(％) 進捗状況 計画変更

(1)事業進捗状況

社会経済 評価指標

AA a a a

評点 B/C

69

着手
年度

H24

完了予
定年度

R6

投資事業費
(百万円)

463.4 0.9BB b b

4,100
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様式１５

〔事業根拠法令等：道路法第12条、第50条〕

(1)　事業目的

○路線の位置付け
・

・

○事業によって得られる効果
・

(2)　事業内容

・ 計画延長：L=800m、計画幅員：W=4.0(5.0)m

(3)　整備目標等

・ 車両通行不能区間の解消：L=800m

(1)　事業の進捗状況

ア　整備効果の発現状況

・未供用であるため、整備効果の発現はない。

イ　未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

① 理由

② 解決の見通し
秋田県の財政的理由により、事業再開の目処は立っていない。

○

　

, ,

(2)　事業計画の変更の有無及び内容

【事業期間】

・

○

, ,

○ 中項目評価が「c」、「a」であることから、大項目評価を「C」とした。

, , , ,

岩手・秋田両県で調整しながら同時期の開通を目指し事業を進めてきたが、秋田県において財政的理
由により、平成20年度からゼロ予算としており、本県もそれを受けて平成20年度よりゼロ予算として
いる。

c

中項目評価は、現在もなお、秋田県の財政的理由による事業休止中であり、今後も事業の中止や再開
の目処は立っておらず、事業進捗の見通しが立たないことから「c」とした。

(0.0) (0.0)

a b中項目評価

事

業

の

進

捗

状

況

等

評　価 AA A BB C

事業再開の目処が立っていないことから、前回の再評価時から今回の再評価時までの期間である５年
間について延伸を行う。

中項目評価は、事業期間の延長はあるものの、事業が再開した際には、現在の計画により事業が完了
する見込みがあることから、事業計画の大幅な変更が無いものと判断し、評価を「a」とした。

中項目評価 a b c

B

E=B+C+D

700.0 700.0 6.8 0.0

(うち用地費)

他 0.0

財　　源

(10.0) (10.0) (10.0) (0.0) (0.0)

700.0

R3年

(うち用地費) (うち用地費)

当初計画
総事業費
(H19年)

再評価時
総事業費
(H28年)

再評価時
総事業費
(R3年)

A

事　　業　　費　　の　　状　　況

0.0

投資事業費

0.0

県単 6.8

事業計画
期　　間

H19 ～

R12

H27

事

業

概

要

事業
着手

B

H19年～
　R1年

事
業
費

前回再評価時全体計画期間

6.8

進捗率

F=E/A

1.0%

D

〔百万円〕

国庫

C

R2年

地区名 笹峠
ささとうげ

市町村

H19年度

和賀郡西和賀町路線名等 主要地方道花巻大曲線

県境峠部の当該区間においては、未舗装道路であることに加え、幅員が1.0m～3.0m程度の車両通行
不能区間であり、主要地方道盛岡横手線、一般国道107号等を迂回しなければならず、岩手・秋田
両県の交流・連携の支障となっている。

R7

今回再評価時全体計画期間

（当初全体計画期間）

主要地方道花巻大曲線は、岩手県花巻市の国道４号を起点とし、中山峠を越え西和賀町を経由し、
秋田県大仙市に至る幹線道路であり、沿線西和賀町（岩手県）や美郷町（秋田県）などの自然や歴
史、観光資源を活用した地域間交流を担うとともに、沿線住民の生活にかくことのできない路線で
ある。

車両通行不能区間の解消により、岩手・秋田両県の交流・連携を促進し、本地域の活性化に資する
もの。

用地
着手

未取得

公共事業　再評価調書

事業名 担当部課名 県土整備部　道路建設課

工事
着手

未着手

地域連携道路整備事業
（地域密着型）

補助・単独

令和３年５月17日作成
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(1)　事業に関する社会経済情勢

ア　全国の状況
・

・

イ　本県内の状況
・

ウ　施工地域における状況

・ 西和賀町より早期開通の要望が出されている。

○ , ,

(2)　事業に関する評価指標の推移

「いわて県民計画（2019～2028）」においては、産業を支える社会資本の整備や安全で安心な暮らし
を支える社会資本の整備を重点的な政策の柱として掲げており、この中で道路整備は、地域産業の競
争力の向上を目指し、工業製品や農林水産物等の物流の円滑化を図る幹線道路ネットワークを構築す
ることや、地域間の交流・連携の基盤となる広域振興圏相互や隣接県を結ぶ道路の整備を推進すると
ともに、通勤・通学などの日常生活を支える道作りを進めることとしている。

c

「被災地の復旧・復興、防災減災対策」、「社会資本の老朽化への対応」、「国民生活の安全・安心
の確保」、「生産性を向上させる社会資本整備」、「魅力ある地域づくり」等、広範な分野にわたっ
て重要な政策を展開している。

近年激甚化している災害により全国で大きな被害が頻発している状況から、令和２年12月に閣議決定
された「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」により、集中的に取り組んでいくこと
としている。

計

2

2

0

5

0.9

0

0

0

5

7

10m<-10km/h既定値(30m)

緊急性

効率性

熟度

0

13
7

3

0

必要性

重要性

20％>-10km/h既定値(8％)

0

0

0

0

0

過疎地域等の振興

計

ネットワークの位置付け

産業振興、生活支援

0

7

0

0

0

(あり)
5

(あり)
0

20

20

(なし)
3

(なし)
13計

(なし)
13

0

0

0

0

0

0

9

5

2

3

(なし)
5

(山村過疎)

20

20

(あり)

(あり)

(0.0km/h)

5

(あり)
9

0 山村過疎地域

混雑度

定時性

事故率

(山村過疎)

0

5

4

縦断勾配

歩道設置の必要性

広域振興圏間主要
都市連絡道路

ローカルスタン
ダード、県際道路

曲線半径 5

1.0m<既定値5.0m-1.0m

(不要)

0.8

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

(今回再評価時/前回再評価時)

0

0
0

秋田県地方特定道
路整備事業

交通不能区間

0
(なし)

20
4

評価指標

車道等幅員

配点

5

a b

備考
増減

(B)-(A)

中項目評価は、本県内および施工地域において議論や
見直しの検討は無いことから「a」とした。

中項目評価

計

費用便益費(B/C)

用地取得の進捗状況

地元要望

計

関連事業の有無

冠水区間、主要渋滞ポイント、老朽橋、
交通不能区間、通行危険箇所等

部分供用の有無

10km以内に迂回道路

計

0

15

3

12

15

3

5

30

5

15

0

4

100

事業着手時
評点
H19

5
(現況1m)

5
(現況10m)

5
(現況20％)

12

(2項目)
13
5

5
(あり)

0

(現況20％)

15
1.1
15
3

(60％以上)

0
(0.08)

0
(0.0km/h)

9

(あり)
15

76

前回
再評価時
評点(A)

H28

5
(現況1m)

5
(現況10m)

5

(2項目)

0

3

5
(現況20％)

(不要)
0

(0.08)
0

(あり)

(なし)

(なし)

今回
再評価時
評点(B)

R3

5
(現況1m)

5
(現況10m)

5
(山村過疎)

20

(0%)

(なし)

(2項目)
13

0
(不要)

0
(0.08)

(0.0km/h)
0

7
0

3
(なし)

(あり)

13
5

(あり)
5

(あり)

12

65

(0%)
12

(あり)
12

65

12

100%

26



◯費用便益分析（全線供用による便益計算）

費用便益分析手法：費用便益分析マニュアル（H30.2月）、道路投資の評価に関する指針（案）第１編（H10.6月）、

第２編（H11.11月）

（単位：百万円）

※費用便益分析において地域特性等考慮すべき特記事項

・冬期通行止めの日数（150日間）を便益から控除しており、維持管理費のうち雪寒費を控除している。

・基準改定により総便益の考え方を変更。

前々回再評価時まで （３便益＋その他便益＋修正便益）

前回再評価時以降 （３便益＋その他便益）

◯関連する開発プロジェクト等の状況

・秋田県地方特定道路整備事業（平成５年度～）：平成20年度～現在　休止中

○ 中項目評価は、各評価指標の評点の合計が前回再評価時の90％以上であるため、「a」とした。

, ,

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

ア　動植物、地形、地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境等保全指針による保全区分 B

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無

・その他

イ　環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費
・

①主な助言内容

②対応状況

野生生物の生息環境保全のため以下の対策を検討。

《環境等への配慮に要する経費》

・動物の移動経路確保 千円

・切土・盛土の植生緑化 千円

, ,

◯ 中項目評価が「a」、「a」、「a」であることから、大項目評価を「AA」とした。

， ， ，

便
益
項
目

総便益（B）

（参考）修正費用便益比　B（①＋②+③）/C

修正便益 ③ 291.7

1.6

935.6①＋②＋③

91台/日(R12)

0.9

109台/日(H32)

1.3

あり

なし

なし

将来交通量

費用便益比　B（①＋②）/C 1.1

91台/日(R12) 91台/日(R12)

646.0

0.0

1.2

0.8

1.3

685.5 668.0

a

0.9

222.1

小計 ①＋② 643.9 457.6 445.9

227.9

環境改善便益 0.0 0.0

② 0.0 0.0その他便益

拡張便益 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

26.8 31.6

0.0

３便益 ① 643.9 457.6

98.9

事故減少便益 27.7

走行経費減少便益

27.5

総費用（C） 602.6 521.1

時間短縮便益 517.3 324.4

507.1 514.1

105.7 103.0

316.1 333.2

83.5

費
用
項
目

改築費 558.5 498.1 484.1 495.8

維持費 44.1 23.0 23.0

（基準年：H23） （基準年：H28） （基準年：R3）

区分
事業着手時 前々回再評価時 前回再評価時 今回再評価時

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

（基準年：H18）

中項目評価

445.9

C

b c

b

事業実施にあたり、振興局で開催される希少野生動植物調査検討委員会に諮り、有識者からの施工
に対する意見等は以下のとおり。

緑の回廊の機能（森林の連続性を確保することによる野生生物の生息環境保全）が失われない
ようにすること。

AA A

18.3

197.7

448.3

448.3

・雪の浸食作用によって形成された特異な雪窪地形を保全するため、それらを避けたルートを
選定。
・希少植物の域外への移植、及び切土法面等における在来植生復元工法の採用。
・管渠による動物移動路の確保及び小動物にやさしい側溝の採用。
・H19年に計画路線外にて猛禽類の営巣が発見され、モニタリングを実施。

10,000

56,000

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた
自然」の保全区分毎の保全方向に沿って、積極
的な対応をしていることから、「a」とした。

中項目評価 a

評　価

c

B
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(1)　代替案立案の可能性

代替案として考えられる他の事業手法

事業区間のルートは、下記理由により代替案立案の可能性はない。

・雪の浸食作用によって形成された特異な雪窪地形等を避けるルートを選定している。

・切土、盛土による土地改変面積を小さくすることで、峠部の景観及び環境への影響に配慮予定。

・補強土壁等の構造物延長を極力短くし、コスト縮減に務める予定。

(1)　総合評価

・ ・

（事業名）地域連携道路整備事業（地域密着型）　笹峠

◯総合評価に係るコメント

【再評価の総括】

①今回再評価の総括

・

・

・

②対応方針を「休止」とした理由

要検討 中　止事業継続
総合評価

(対応方針案)

評点評価指標

着手
年度

H19

完了予
定年度

R12

投資事業費
(百万円)

AAC c a

(1)事業進捗状況

社会経済

進捗率
(％) 進捗状況 計画変更

〔事業継続、見直し継続、休止、中止〕

自然環境

(2)社会経済情勢 参考

65

B/C

a a a 0.8

総

合

評

価

1.0%6.8

(修正B/C=1.2)

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

現在休止中の秋田県と事業進捗を合わせ、事業を再開する必要があることから「休止」と判断したも
の。

「社会経済情勢等の変化」について、大きな変化は見られない。

秋田県と連携して事業を進める必要があることから「要検討」と判断したもの。

「事業の進捗状況等」について、秋田県側での財政的理由により平成20年度以降ゼロ予算となってい
ることに加え、今後も事業再開の目処は立っていない状況。

28



地
域
連
携
道
路
整
備
事
業
（
地
域
密
着
型
）
（
主
）
花
巻
大
曲
線
笹
峠
実
施
状
況
図

秋
田
県

岩
手
県

笹
峠
工
区
（
岩
手
県
）

全
体
延
長
L
=
8
0
0
m

潟
尻
工
区
（
秋
田
県
）

全
体
延
長
L
=
1
,7
4
0m

笹
峠
工
区

全
体
延
長
L
=
8
0
0
m

整
備
済
み
区
間

全
体
延
長
L
=
4
,1
1
2m

整
備
済
み
区
間

全
体
延
長
L
=
4
,1
1
2m

至
盛
岡
市

至
大
曲
市

至
横
手
市

岩
手
県

秋
田
県

位
置
図

盛
岡
市

事
業
箇
所

R
2
.1
0
月
撮
影

R
2
.1
0
月
撮
影

R
2
.1
0
月
撮
影

地
理
院
タ
イ
ル
を
加
工
し
て
作
成
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様式５

(1) 事業目的

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

投資事業費

Ｃ Ｄ

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

○中項目評価が「b」、「b」であることから、大項目評価を「BB」とした。

中項目評価

・ Ｃ

0.0

ＡＡ

・平成12年の大規模な洪水により、野田村市街地の家屋等の浸水被害が発生したことから、その浸
水区域を重点的に河川改修を進める区間（一連区間）として設定の上、河川改修工事を進め、平成
24年度に下流300ｍ区間の整備が完了している。また、令和2年度には泉沢川への分水路が完成し、
市街地に流入する前に洪水を分水するなど、一定の効果を発現しているところ。

当初全体計画期間

事 業 費 の 状 況

Ｂ

(0.0)(322.0)(322.0) (268.2)

　 　

  県

  他

　　

3,504.01,900.0

  国庫

評　価 ＢＢ

(6.6)

Ａ

進捗率

2,147.0

補助・単独

　

今回評価時全体計画期間

R2

　

工事
着手

1165.5

1165.5

事業名

〔百万円〕

九戸郡野田村

県土整備部河川課

治水安全度：1/30　[治水基準点：旭橋]

前回評価時全体計画期間

市町村

担当部課名

二級河川宇部川
うべがわ

水系
　　　みょうないがわ

明内川 野田
のだ

路線名等

総合流域防災事業（河川）

地区名

事業計画
期　　間

○解決すべき課題
・明内川は、野田村市街地を貫流し、国道45号の下流の感潮区間で泉沢川に合流する河川である。河
道が狭隘で蛇行しているため、大雨の際には洪水氾濫など大規模な浸水被害が発生している。

○整備によって得られる効果
・本事業により、30年に1度の確率による降雨で発生すると考えられる洪水被害からの解消が図られ
る。

H20年度

事
　
業
　
概
　
要

H11年～

事業
着手

今回評価時
総事業費
(R3年)Ａ

Ｂ　R1年

前回評価時
総事業費
(H28年)

当初計画
総事業費
(H11年)

事
業
費

（うち用地費）

H11年度 H11

R3

H19年度
用地
着手

Ｆ＝E/A

(45.0)

3,504.0

H21

令和３年５月25日作成

66.5%
184.0 2,331.0

公共事業　再評価調書

中項目評価

H38～

Ｅ＝B+C+D

(274.8)

R17

（うち用地費）

○中項目評価は、近年の社会経済情勢による予算の減少や、県内に多発する洪水被害への緊急対応
等への予算の重点的な配分など、本事業の進捗を阻害する要因はあるものの、一定の期間等を要す
ることにより解決できる見込みであり、竣工の見通しがあることから「b」とした。

・事業期間の延伸（H11～H38 → H11～R17）

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

○中項目評価は、変更の内容が施工区間や主要な工事内容の変更ではなく、事業期間に関する変更
であり、大幅な変更ではないため「b」とした。

・

〔事業根拠法令等： 河川法第10条〕

・

計画延長　L=2,610m（明内川河川改修：L=300m、明内川分水路：L=450ｍ、明内川放水路整備：
L=1,200m、国道45号下流部河川改修：L=660m）

財　　源

①理由：事業期間の延伸は、事業効果を早期に発現するため、これまで河川改修や分水路の整備を
進めてきたところであるが、県内に多発する洪水被害の緊急対応のため予算を重点配分する必要が
あること、また、近年の社会経済情勢から河川改修事業費が減少傾向にあることによるものであ
る。
②解決の見通し（難易度）：予算確保に努めるとともに、工事実施にあたってはコスト縮減などに
取り組んでいく。
③解決までの対応及び期間：河川改修の一部および分水路が完成し、一定の治水効果は発現されて
いる状況。事業進捗が図られるまでの洪水に備え、河川の水位情報をホームページで公開（R1年）
し、住民の迅速かつ円滑な避難を促進するなど、ソフト施策も引き続き行っていく。

（うち用地費）

・
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県内の状況

 ウ 施工地域における状況

 

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　
15

(48.4)

重
要
性

(無)

2

5

1

2

(今回/前回）

2

0
5

（有）
0

40
40

・当事業区間は、近年では、平成12年、18年、23年、28年、令和元年に洪水被害を受けており、地
域住民の治水事業に対する関心も非常に高く、野田村は県に対し、当該河川の早期改修の要望を
行っている。ソフト施策としては、令和元年に当該河川に水位計を設置して、観測情報をホーム
ページで公開し、住民の迅速かつ円滑な避難を促進するなどの対策を講じている。

(96百万円）

(有)

　
必
要
性 公共施設・弱者施設

緊
急
性

輸送施設

評価指標

総合計画上の位置付け

費用便益費(B/C)

地元の協力

97%

・平成23年３月11日の東日本大震災津波や、平成28年８月の台風第10号、平成30年６・７月に西日
本を中心に発生した集中豪雨及び令和元年10月の台風第19号にみられるように、自然災害により人
命や財産が甚大な被害を受けている。このようなことから、着実にハード整備を進めるとともに、
ハザードマップの作成や避難路の確保等、ソフト施策の充実等により、流域住民の意識啓発に努
め、円滑かつ迅速な避難を促していく必要がある。

（77億円）

5

前回評価時
評点(A)

(平成28年度)

事業着手時
評点

(平成11年度)

(有)

(1.1千人)

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

0
効
率
性

計

熟
度

5

100

0

4 3

（0.4千人）

(有)

(無)

3

中項目評価

（0.5千人）

・平成23年３月11日の東日本大震災津波により、沿岸域で６千名弱の死者・行方不明者など、甚大
な被害を被っている。また、近年では、令和元年10月の小屋畑川（久慈市）、平成28年８月の小本
川（岩泉町）及び久慈川（久慈市）等の洪水により各河川沿川で大規模な浸水被害が発生している
ことから、河川・海岸に係る防災対策事業への関心は依然として高まっており、今後も継続的に事
業を進捗していく必要がある。
・県では、近年洪水被害が発生した河川や資産の集中している河川について重点的に整備している
ところ。整備に当たっては、当面の整備目標を、過去の被災流量相当の洪水被害から地域を守るこ
ととし、段階的な整備を行うことにより、早期に一定の治水安全度の確保を図ることとしている。
・住民の迅速かつ円滑な避難を促進し尊い人命を守るため、河川改修などのハード対策に加え、ソ
フト施策として、水位計や監視カメラの設置、ホームページや携帯電話による洪水情報の提供、浸
水想定区域図の作成、市町村のハザードマップの作成支援などを行っている。

防護人口

5

他事業関連の有無

3

5

1

(有)

（3回）

2

5

0

2

（1回）

5

(2回)

(430百万円)

2

3
H23、H28、R1

(有)

5

（有）
村道

5

(有)

2

40

(有)

0
-5

0
(50%未満）

想定氾濫被害額
15

流下能力比

過去10年間の水害被害実績

過去10年間の被災回数

(50%未満）

15

94 91

（14.5）

(50%未満）

（24.4）

3

(144百万円）

5

40

0

-3

(無)

550

(有)

5 5
0

87

5

(有)(有)
地元の要望

H23、H28

増減
(B)-(A)

今回評価時
評点(B)

(令和３年度）
配点

5
5

5
（有）

0
15

(131億円)

（有）

-1

（57億円）

5 5

備　考

村営住宅、公民館

○中項目評価は、全国及び本県において、河川事業のあり方に係る議論や見直しの検討はないこと
から「a」とした。

※過去10年間の水害被害実績について、令和元年の水害統計確報値が未公表のため含めていない

5

(有)

5

5
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 〇 費用便益分析

　費用便益分析手法:治水経済調査マニュアル（案）令和2年4月　国土交通省 （単位：百万円）

総　費　用 (C)

総　便　益 (B)

費 用 便 益 比 (B/C)

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

ａ . ｂ . ｃ

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 E

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無 　

　 ・その他特記事項 　 　

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況

　

ａ . ｂ . ｃ

67,681

（基準年：平成28年度）

費
用
項
目

89,822

77,917

152

（基準年：平成11年度）

43 29

89,865

48.4

486

24.4 14.5

67,710

②維持管理費

 事業着手時

77,861

387

（基準年：令和3年度）

④被害額の便益

⑤残存価値便
益
項
目

Ｂ評　価 ＡＡ  Ｃ・ ・・

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

1,609

Ａ

56

なし

あり

≪環境等への配慮に要する経費≫
　環境保全型ブロックによる護岸整備：約150百万円

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

中項目評価

①建設費

今回評価時

中項目評価

3,680 4,658

3,293

○中項目評価が、「a」、「a」、「a」であることから、大項目評価は「AA」とした。

4,172

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分ごとの保全方向に沿って積極的な対応し
ていることから「a」とした。

付議している

①主な助言内容
・特になし
②対応状況
・事業実施にあたっては、希少野生動植物等保護検討会に諮り、有識者等の意見を取り入れて、必
要に応じて現地確認や希少野生動植物等の対策を講じることとしている。

○中項目評価は、各評価指標の評点の合計が、前回再評価時の90％以上であることから「a」とし
た。

1,457

前回評価時
区　　　分

・城内地区津波復興土地区画整理事業（H24～H30）
・復興交付金道路事業（城内地区）（H24～H28）
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

　

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

BB AA

〇総合評価に係るコメント

91

B/C

・環境保全型ブロックの中詰材に現地発生土を有効利用して、残土処理運搬費用の低減に努めてい
る。現地発生材利用などの縮減額：C=1,385千円

自然環境社会経済

(2)社会経済情勢 参考

R17 66.5%

事業継続

着手
年度

（事業名)　総合流域防災事業（河川）

・

事業費
(百万円)

(1)事業進捗状況完了予
定年度

投資
事業費
(百万円)

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

計画変更

総合評価
(対応方針案)

進捗率
(％)

14.5aｂ a

進捗状況

ｂ

評価指標

a

評点

H11 2,331.03,504

中　止

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
・代替案として考えられる遊水地やダムによる治水手法は、流域の土地利用状況から困難であり、
河川改修+分水路+放水路による治水対策が妥当と判断される。
②今後における代替案立案の可能性
・現時点において、代替案立案の可能性はない。

・
要 検 討

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

総
合
評
価

①再評価の総括
「事業の進捗状況等」については、事業期間を延伸するものの、事業計画に大幅な変更は無く、計
画通り確実な竣工が見込まれることから、今後も事業を推進し、治水安全度の向上を図っていく。
「社会情勢等の変化」については「事業に関する社会経済情勢」及び「自然環境との状況」に関し
て大きな変化はないが「事業に関する評価指標の推移」において、必要性と緊急性の指標が減少し
ているが、過去に大規模な洪水被害を受けており、沿川住民の生命及び財産を守るため、引き続き
整備を進めていく必要がある。
以上のことから「事業継続」と評価したものである。
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様式５

〔事業根拠法令等：河川法第10条〕

(1) 事業目的

○解決すべき課題

○整備によって得られる効果

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

Ｃ Ｄ
　

　

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

ＡＡ ＢＢ

令和３年５月25日作成
公共事業評価　再評価調書

・事業期間の延伸（H9～H35 → H9～R15）

○中項目評価は、変更の内容が施工区間や主要な工事内容の変更ではなく、事業期間に関する
変更であり、大幅な変更ではないため「b」とした。

・瀬月内川は、九戸村の中心市街地を貫流する河川であり、断面が狭小で流下能力が不足して
いることから、平成5年7月の豪雨においては、家屋20戸の浸水被害が発生するなど甚大な被害
が発生している。

評　価

(350.0)

・

(0.0)

中項目評価

○中項目評価は、近年の社会経済情勢による予算の減少や、県内に多発する洪水被害への緊急
対応等への予算の重点的な配分など、本事業の進捗を阻害する要因はあるものの、一定の期間
等を要することにより解決できる見込みであり、竣工の見通しがあることから「b」とした。

　 　

32.7%

　

前回
再評価時
総事業費
(H28年)

Ｒ15

〔百万円〕

　   国庫　

R3年

Ｈ9年度

当初計画
総事業費
(H9年)

中項目評価

Ａ ・ Ｂ・

Ｆ＝E/A

Ｃ

財　　源

・

1,200.0

～

R2年 投資事業費

Ｅ＝B+C+D

　H8年～

工事
着手

用地
着手

事業計画
期　　間

1,200.0

二級河川新井田川
にいだがわ

水系瀬月内川
せつきないがわ 九戸郡九戸村

進捗率

○中項目評価が「b」、「b」であることから、大項目評価を「BB」とした。

当初全体計画期間

Ｂ　 R1年

196.0

事 業 費 の 状 況

196.0
  県

県土整備部河川課

市町村

Ｈ10
年度

前回再評価時全体計画期間

地区名

Ｈ27

Ｈ10
年度

今回再評価時全体計画期間

担当部課名補助・単独事業名

路線名等

今回
再評価時
総事業費
(R3年)Ａ

1,200.0

広域河川改修事業

事業
着手

・本事業により、100年に1度の確率による降雨で発生すると考えられる洪水被害からの解消が
図られる。

392.0

Ｈ35

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

(350.0)

事
業
費

（うち用地費）

・ネック部となっていた国道340号の蒔田橋の架替え及び南田頭首工の撤去を行ったことによ
り、平成5年7月豪雨と同規模の浸水被害の軽減が図られている。

①理由：事業期間の延伸は、事業効果を早期に発現するため、橋梁架替や頭首工撤去などネッ
ク部の解消を図っているところであるが、県内に多発する洪水被害の緊急対応のため予算を重
点配分する必要があること、また、近年の社会経済情勢から河川改修事業費が減少傾向にある
ことによるものである。
②解決の見通し（難易度）：予算確保に努めるとともに、工事実施にあたってはコスト縮減な
どに取り組んでいく。
③解決までの対応及び時間：事業進捗が図られるまでの洪水に備え、洪水浸水想定区域図や河
川監視カメラ、水位計による河川情報の提供、また、水位が上がった際の村長へのホットライ
ンの伝達体制の確保など、ソフト施策に取り組んでいるところ。

（うち用地費）

0.0

（うち用地費）

事
　
業
　
概
　
要

(12.0)(0.0)(12.0)

0.0

伊保内
いぼない

Ｈ9

392.0

全体計画延長　L=1,790ｍ、築堤工　L=630ｍ、掘削工　V=200,000㎥、護岸工　A=13,900㎡

治水安全度： 1/100 （治水基準点：山屋橋）

(350.0)
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県内の状況

　

 ウ 施工地域における状況

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　

　

0
100%

0

0

0

86

2

5

　0

(今回/前回再評価時)

0

・平成23年３月11日の東日本大震災津波により、沿岸域で６千名弱の死者・行方不明者など、
甚大な被害を被っている。また、近年では、令和元年10月の小屋畑川（久慈市）、平成28年８
月の小本川（岩泉町）及び久慈川（久慈市）等の洪水により各河川沿川で大規模な浸水被害が
発生していることから、河川・海岸に係る防災対策事業への関心は依然として高まっており、
今後も継続的に事業を進捗していく必要がある。
・県では、近年洪水被害が発生した河川や資産の集中している河川について重点的に整備して
いるところ。整備に当たっては、当面の整備目標を、過去の被災流量相当の洪水被害から地域
を守ることとし、段階的な整備を行うことにより、早期に一定の治水安全度の確保を図ること
としている。
・住民の迅速かつ円滑な避難を促進し尊い人命を守るため、河川改修などのハード対策に加
え、ソフト施策として、水位計や監視カメラの設置、ホームページや携帯電話による洪水情報
の提供、浸水想定区域図の作成、市町村のハザードマップの作成支援などを行っている。

5

50 5

・平成23年３月11日の東日本大震災津波や、平成28年８月の台風第10号、平成30年６・７月に
西日本を中心に発生した集中豪雨及び令和元年10月の台風第19号にみられるように、自然災害
により人命や財産が甚大な被害を受けている。このようなことから、着実にハード整備を進め
るとともに、ハザードマップの作成や避難路の確保等、ソフト施策の充実等により、流域住民
の意識啓発に努め、円滑かつ迅速な避難を促していく必要がある。

0

5

(11.3) 

40効
率
性

(有)

5

100

地元の協力

計

40
費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

(有)

(有)

93

地元の要望

5

5

(有)

86

0

（なし）

（無）

2

40

熟
度

5

過去10年間の
水害被害実績

0

15

(146億円) 

5

0

5

(有)

5 0

(637人) 

(有)

2

(有)

過去10年間の
被災回数

重
要
性

緊
急
性

5

3

総合計画上の
位置付け

流下能力比

他事業関連の
有無

4

想定氾濫被害
額

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

(有)

4

・当事業区間は、平成5年に洪水被害を受けており、地域住民の治水事業に対する関心も非常
に高く、県に対し村から早期改修の要望が行われている。ソフト施策としては、水位計
（H18）、監視カメラ（H30）を設置して、観測情報をホームページで公開しているほか、瀬月
内川を水位周知河川に指定し（H17）、一定の水位を超えた際は水防警報を発令するなどの対
策を講じている。また、令和元年に想定最大規模の浸水想定区域図をホームページで公開し、
地域住民に円滑な避難を促しているほか、九戸村では毎年、水防訓練を実施するなど、住民の
意識啓発と、被害軽減に向けた取り組みを行っている。

○中項目評価は、全国及び本県において、河川事業のあり方に係る議論や見直しの検討はない
ことから「a」とした。

配点

15

評価指標 備　考
増減

(B)-(A)

中項目評価

5

0

(有)

15

輸送施設
5

(有)

(568人) 

5

必
要
性

5

0
15

(158億円) 

公共施設・弱
者施設

5

(915人) 

4

(154億円) 

5
4

防護人口

5

(有)

前回評価時
評点(A)

(平成28年度)

今回評価時
評点(B)

(令和３年度）

(有)

(0回) 

(有)
役場、消防署

0

（無）

2

5

5

（7億円）

(有)

0

（無）

0

国道340号

0

（50%未満） （50%未満）

(14.3) 

(有)

40

0

事業着手時
評点

(平成11年度)

0

3

（無）

(0回) (5回) 

(11.8) 

（50%未満）

5

36



 ○ 費用便益分析

　費用便益分析手法:治水経済調査マニュアル（案）令和2年4月　国土交通省 （単位：百万円）

建設費

維持管理費

　

総費用 (C)　

被害軽減の便益

残存価値

総便益 (B)　

費 用 便 益 比 (B/C)　　

ａ . ｂ . ｃ

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況

　

　 ａ . ｂ . ｃ

・九戸村下水道事業 （平成16年度～平成26年度）

○中項目評価は、各評価指標の評点の合計が、前回再評価時の90％以上であることから「a」
とした。

○中項目評価が、「a」、「a」、「a」であることから、大項目評価は「ＡＡ」とした。

Ｅ

≪環境等への配慮に要する経費≫
　・寄せ石などによる環境整備：C=25百万円

24,117

14.3

 事業着手時

1,249 1,507

（基準年：令和３年度）

29 11

15,196

183

Ｃ

15,167 24,106

138

1,205

1,398

中項目評価

 ○ 関連する開発プロジェクト等の状況

11.3

評　価

1,343

34

（基準年：平成28年度）

1,690

今回再評価時

なし

Ａ

前回再評価時

16,482

費
用
項
目

149

区　　　分

（基準年：平成9年度）

16,516

便
益
項
目

11.8

 

なし

ＡＡ Ｂ

①主な助言内容
・特になし
②対応状況
・事業実施にあたっては、希少野生動植物等保護検討会に諮り、有識者等の意見を取り入れ
て、必要に応じて現地確認や希少野生動植物等の対策を講じることとしている。

・ ・・

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

中項目評価

付議している

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分ごとの保全方向に沿って積極
的な対応していることから「a」とした。
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

(1) 総合評価

評点 B/C

BB AA 86 14.3

〇総合評価に係るコメント

・護岸の裏込材などに現地発生材を使用することで、材料費の縮減に努めている。
現地発生材利用などの縮減額：C=10百万円

着手
年度

(2)社会経済情勢

①再評価の総括
「事業の進捗状況等」については、事業期間を延伸するものの、事業計画に大幅な変更は無
く、計画通り確実な竣工が見込まれることから、今後も事業を推進し、治水安全度の向上を
図っていく。
「社会情勢等の変化」については「事業に関する社会経済情勢」「自然環境との状況」「事業
に関する評価指標の推移」に関して大きな変化はなく、今後も沿川住民の生命及び財産を守る
ため、引き続き整備を進めていく必要がある。
以上のことから「事業継続」と評価したものである。

H9

参考

（事業名)　広域河川改修事業

総
　
合
　
評
　
価

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

事業費
(百万円)

投資
事業費
(百万円)

(1)事業進捗状況完了予
定年度

R15 1,200

中　止

評価指標

a392

計画変更

32.7

進捗率
(％)

事業継続 ・

ab a

自然環境

b

社会経済進捗状況

総合評価
(対応方針案)

・
要 検 討

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
・代替案として考えられる遊水地やダムによる治水手法は、流域の地形条件や土地利用上から
困難であり、河川改修による治水対策が妥当と判断される。
②今後における代替案立案の可能性
・現時点において、代替案立案の可能性はない。

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

　

(2) 代替案立案の可能性
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様式５

〔事業根拠法令等：   公営住宅法             〕

(1) 事業目的

○解決すべき課題

○整備によって得られる効果

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

投資事業費

Ｃ Ｄ

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

公共事業　再評価調書
令和３年５月25日作成

　公営住宅に対する高い需要に対し的確な供給を図るとともに、昭和40年代に建設され老朽化
した公営住宅ストックについて計画的に建替えを進めていく必要がある。

　建物の劣化や設備の陳腐化が顕著となった住宅の建替えにより、居住環境、防犯、景観の向
上が図られ、入居者や入居希望者のニーズに的確に対応できる。

R3
R2

　

（うち用地費）

　

0.0

Ｅ＝B+C+D

評　価 ＡＡ Ａ

　

　岩手県公営住宅等長寿命化計画（以下、「長寿命化計画」という。）に基づき、平成29年度に建替え
に向けた基本構想を実施した。その後、内陸災害公営住宅の整備が行われることとなり、県内公営住宅
の管理する戸数や地域（供給）に変化が生じたことから、本アパートの建替計画は実施していない。

（うち用地費）

〇中項目評価が全て「c」であることか
ら、大項目評価は「C」とした。

・ Ｃ

0.3%

中項目評価

  県

4.1

0.0

　

Ｆ＝E/A

工事
着手

～
（当初全体計画期間)

事 業 費 の 状 況

財　　源
R3年R2年

進捗率

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

事
　
業
　
概
　
要

事
業
費

2,735.7

Ｂ　　R1年

　

・

2,513.2 0.08.3

再評価時
総事業費

Ａ

・

県土整備部建築住宅課

・公営住宅における高齢者仕様整備率：令和7年度までに50％(県全体)
　（平成26年度実績37.9％）　　※岩手県住宅マスタープラン

用地
着手

再評価時全体計画期間

補助・単独

盛岡市

・計画棟数：4棟（96戸）※建替え　（建替前：簡易耐火構2階建　24棟　132戸）
　建替前団地全体棟数：28棟（187戸）　※（事業対象外　RC造4階建　4棟　55戸）

担当部課名

路線名等

事業名 公営住宅建設事業(公営住宅）

平成29年
度

H29年～

県営岩脇緑が丘アパート
　　  いわわきみどりがおか

事業計画
期　　間

事業
着手

H27

〔百万円〕

地区名 市町村

  国庫

8.3

  他

中項目評価

4.2

・ＢＢ

「マスタープラン」及び「長寿命化計画」において、県全体の公営住宅の需要を把握の上、供給目標量
を設定し、全体の整備管理方針が決定した場合、本アパートは、老朽化が進んでおり、浴槽が設置され
ていない等の住生活環境が劣っていることや内陸災害公営住宅が整備され、空き住戸が増加しているた
め、本団地全体について改めて検討する必要がある。

○中項目評価は、本団地全体の計画を含む県全体の整備管理方
針が改訂に向け作業中であることから、「c」とした。

①理由　東日本大震災津波からの住宅再建として、災害公営住宅の整備が行われ、県内公営住宅の管
　理する戸数や地域（供給）に変化が生じたことから、本アパートの建替計画だけではなく、県全体
　の公営住宅供給目標量について検討しており、未着手となっている。
②解決の見通し（難易度）　本アパート全体（以下、「本団地全体」という。）の計画を含む県全体
　の公営住宅の供給目標量を設定する必要があり、県の住宅施策における基本的方針や講ずべき施策
　の方向性を定めた岩手県住宅マスタープラン(以下、「マスタープラン」という）及び効率的な新た
　な更新計画を定めた長寿命化計画について、改訂する必要がある。
③解決までの対応及び期間　「マスタープラン」及び「長寿命化計画」について令和４年３月に改訂
　予定で作業中であることから、本団地全体の計画の解決については令和４年度以降となる。

○中項目評価は、本団地全体の計画を含む県全体の整備管理方
針が改訂に向け作業中であり、本団地全体について改めて計画する
必要があるため、「c」とした。

Ｂ

当初計画
総事業費
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県内の状況

 ウ 施工地域における状況

　

 

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　

　 　 　 　 　

・県内人口は減少傾向である。
・昭和40～50年代にかけて大量に建設された県内公営住宅ストックの老朽化が進んでいる。
・県営住宅の管理戸数5,100戸、特定公共賃貸住宅34戸に対し、令和２年度末に全ての災害公営住宅が整備完成
　し、災害公営住宅の管理戸数が1,760戸で、合計6,894戸となり従前の1.35倍の管理戸数となった。
・盛岡地区には149戸の内陸災害公営住宅も建設され、令和３年２月末の県営住宅及び災害公営住宅の空き家戸
　数も601戸となっており、需要と供給のバランスの検討が必要となっている。
・本団地全体の計画を含む県全体の公営住宅において、今後の供給目標量を設定する必要がある。

80

（あり）

100 80

　

備　考

　
必
要
性

・人口減少する一方、高齢者世帯数は増加している。
・生活保護受給世帯数等の住宅の確保に配慮を必要とする者が増加している。
・浴槽が設置されていない等の住環境が劣っている住宅ストックが多くを占めている。

事業の整備状況
（あり）

10

10

10

（90％以上100％）

（あり）

高齢社会対応施策

需要量の多寡 10

（15％以上）

 評　点(B)

・本アパートの建設地の主要な交通手段は、車・バス等が想定される。
・本アパートは、昭和40年代に建設された187戸の団地であり、簡易耐火2階建ての132戸について、老朽化や機
　能劣化により建替えを検討しているものである。
・本団地全体の入居率は、令和3年3月末現在62.03％である。
　本アパートの入居率は、令和2年8月末現在55％、高齢化率は58％である。
　（本アパートは平成24年度より募集停止。）
・本団地全体の平均募集倍率（平成22～26年度）は約0.8倍と低い状況にある。住宅の老朽化の他に浴槽が設置
　されていない等の生活環境がよくないこと等が理由として考えられる。また、現在の駐車場率は約64%であ
　る。車が主な交通手段と想定される立地であるにも係らず、設置率が低いことも募集倍率に影響している。
・本アパートの建設地は、第一種低層住居専用地域であり、建築物の高さの上限が10mとなっている。
・本アパートの建設地が、盛岡市において洪水ハザードマップの浸水想定区域と指定された。（平成28年作成）
・建替え方針では、住生活環境が劣っており、県営住宅も集中している地域の他、周辺戸建て住宅地との調和
　や、駐車場の確保（100%以上）等を考慮し、建設戸数減の計画としている。

低居住水準の解消
0

10

10

10

住宅困窮世帯の多寡

緊
急
性

従前住宅の老朽化 10

環境負荷低減施策

重
要
性

（90％以上）

10

計

熟
度

（あり）

（あり）

10

（90％以上）

10

10

（90％以上100％）

（あり）

10

（2倍未満）

0

（2倍未満）

10

増　減
(B)-(A)評　点(A)

中項目評価

○中項目評価は、県内公営住宅ストックの劣化やストック量の
　増加により、本団地全体の計画を含む県全体の整備管理方針
　が改訂に向け作業中であることから、「c」とした。

再評価時事業着手時
評価指標

10

0

100%

（あり）

配点

0

（50％未満）

10

10

（あり）

（0.5≦B/C<0.9）

10

10

（50％未満）

効
率
性 地域波及効果 10

10

10
（0.5≦B/C<0.9）

10

関係者の了解

10

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

10

（15％以上）
10

居住水準向上効果

41



 〇 費用便益分析

（単位：百万円）

設計費

　 　

総　費　用 (C)

　 　

総　便　益 (B) 　

費 用 便 益 比 (B/C)

※費用便益分析において地域特性等考慮すべき特記事項

　

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

ａ . ｂ . ｃ

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 B

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無 　

　 ・その他特記事項 　 　

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況

　

ａ . ｂ . ｃ

〇中項目評価が「c」「a」「b」であるこ
とから、大項目評価は「B」とした。

なし

（基準年：　H29　　）

なし

 

2,641.0

便
益
項
目

57.2

・ ＣＡ ・

 事業着手時

2,796.5

区　　　分

住宅、駐車場

○中項目評価は、自然環境配慮事項に係る評価について
は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分毎の保
全方向に沿った対応としているが、特に環境、景観に配慮
した計画を検討していないことから「a」ではなく、「ｂ」
とした。

①主な助言内容
　無し
②対応状況
・本事業は既設公営住宅の建替事業であり、自然環境に改変を伴うものではない。
・住棟計画において、省エネルギー化及び長寿命化に資する計画とすることにより、ライフサ
イクルコスト、ライフサイクルＣＯ2の縮減を図ることとしている。

中項目評価

ＡＡ Ｂ

2,004.3 1,990.8

0.72

付議していない

評　価 ・

2,868.3

費
用
項
目

2,333.5建設費

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

1,990.8

維持管理費

事務費

343.8

333.9

用地費

≪その他の環境配慮に要する事業費等≫

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

中項目評価

　費用便益分析手法:　

〇中項目評価は、各評価指標の評点の合計が事
業着手の100％であることから、「a」とした。

2,004.3

特になし

再評価時

0.69

190.0

5.3

特になし

（基準年：　R3　　）
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

　

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

（事業名)　公営住宅建設事業（公営住宅）　県営岩脇緑が丘アパート

評点 B/C

C B 80 0.7

〇総合評価に係るコメント

　

(2) 要検討、中止の場合の対応

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準横断図等を添付のこと。

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
　本アパートの建替計画については、現在の長寿命計画に基づき、平成28年から平成37年
までの間に、概ね年間12戸ペースで耐用年数を越えた県営住宅の建替えを計画している。
社会情勢の変化や県営住宅の現状をふまえ、新たに方針を検討しているため、現在の本ア
パートの建替え計画については、代替案はない。
②今後における代替案立案の可能性
　平成29年以降、内陸災害公営住宅の整備が行われ、県内公営住宅の管理する戸数や地域
（供給）に変化が生じたことから、本団地全体の計画を含む県全体の公営住宅の供給目標
量を設定する必要があり、県の住宅施策における基本的方針や講ずべき施策の方向性を定
めたマスタープラン及び長寿命化計画において、適切な事業手法を選択するため改訂作業
中である。今後、長寿命化計画において、本団地全体の適切な事業手法を選択した方針案
を立案することとしている。

中　止
総合評価

(対応方針案)
要 検 討

8.3

事業継続

c0.3

(2)社会経済情勢投資
事業費
(百万円)

2735.7

着手
年度

(1)事業進捗状況

c a

社会経済 自然環境

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

b

完了予
定年度

事業費
(百万円)

cH29 R3

進捗率
(％)

評価指標

・

計画変更進捗状況

参考

・

総
合
評
価

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

　本アパートの建替計画を実施するにあたり、県全体の公営住宅の需要を把握の上、供給
目標量を設定し、全体の整備管理方針を定めた「マスタープラン」及び「長寿命化計画」
を令和４年３月に改訂予定で作業中であるため、現在計画している事業については「要検
討」と評価したものである。
　本アパートの現在計画している事業は、本団地全体の計画が変更となることが予想され
るため、保全及び用途廃止の適切な事業手法の選択が必要となり、「中止」と評価したも
のである。

　令和４年３月改訂予定である「マスタープラン」及び「長寿命化計画」において、県全
体6,894戸の災害公営住宅を含む公営住宅需要を把握の上、供給目標量の設定を踏まえた全
体の整備管理方針を決定することとしている。その際に、本アパートの建替計画（96戸）
以上に、新たに盛岡地区に災害公営住宅149戸が整備完了したことにより、本団地全体187
戸に係る、建替え、改善、保全、用途廃止等の適切な事業手法の選択を行う。
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岩脇緑が丘アパート建替計画 

 

図 敷地の位置（周辺地域） 

図 建替え対象地の範囲 

（盛岡市岩脇町 23 番３他）
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令和２年度以降の公共事業評価及び大規模事業評価の進め方について 

【協議内容】 

東日本大震災津波からの復旧・復興業務に配慮し再評価及び事後評価の簡素化措置を継続してきた

が、国の復興期間が令和２年で終了となること等を踏まえ、今後の取扱いを以下のとおり見直すもの。

 ・再 評 価  令和３年度に簡素化措置を廃止し、再評価を行った全事業を諮問する。委員会運営

に当たっては、一件当たりの審議時間を確保できるよう配慮する。 

 ・事後評価  令和３年度に簡素化措置を廃止するが、同等の措置を継続する。 

 

１ 現在の公共事業評価及び大規模事業評価の進め方について                  

  東日本大震災津波（以下「震災」という。）からの復旧・復興業務への対応が必要なことから、

再評価及び事後評価について、以下のとおり簡素化措置を講じている。 

(1) 政策評価委員会に諮問する再評価事業案件の限定 

実施要領において再評価を行った全事業を委員会に諮問することとされているが、震災後は、

実施要件、進捗率等、評価結果及び付帯意見の有無により、委員会に諮問する案件を限定。 

※毎年度末に次年度の委員会日程を説明する際、諮問対象事業を限定している旨を説明し了承い

ただいている。 

諮問対象外とする要件（令和元年度）：次の①～④いずれにも該当すること 

① 再評価の実施要件が「事業着手から10年度内に完了見込みなし（知事が行う政策等の評価に関する

規則（以下「規則」という。）第９条２項２号）」又は「再評価の翌年度から５年度内に完了見込み

なし（規則第９条２項３号）」であること。 

② H30年度末時点の進捗率が概ね90％以上又は同一事業※で当該地区より総事業費が大きい再評価地区

が同一年度に委員会に諮問されること。 

③ 再評価の中項目評価に「ｃ」がないこと。 

④ 前回の再評価又は事前評価に係る委員会の答申に付帯意見が付されていないこと。 

ただし、上記の要件に該当する場合であっても、国庫補助事業に関し委員会の答申書が求められる等、

委員会での審議を要するときは諮問を妨げない。 

※ 同一事業とは、規則第９条第１項の（１）～(13)の事業毎とする。 

 

(2) 事後評価件数の限定 

   事後評価実施計画への掲載事業数を年６事業程度としていたが、震災後は、年４事業程度に限

定。 

  ※事後評価実施計画の説明の際に、対象事業を限定している旨を説明し了承いただいている。 

 

２ 令和２年度以降の進め方について（案）                             

(1) 再評価関係 

○ 国の復興期間である令和２年度までで簡素化措置は廃止し、令和３年度から再評価を行った

全事業を諮問する。 

〇 委員会を以下のとおり運営することにより、一件当たりの審議時間を十分確保し、専門的な

審議ができるよう配慮する。 

 ・ 第１回委員会で全事業を簡潔に説明した上で、現在の簡素化措置基準に該当するもののほ

令和元年度第４回公共事業評価専門委員会資料 

参考資料２ 
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か委員会が特に必要と認めたものを詳細審議案件として決定する。 

 第２回以降は、詳細審議案件のみを審議する。 

 

 ・ これに伴い、専門委員会の開催回数は、公共事業評価専門委員会にあっては、現在の年５

回程度から６回程度に、大規模事業評価専門委員会にあっては、案件の状況により現在の６

回程度から７回程度に増加する見込み。 

 

(2) 事後評価関係 

○ 震災からの復旧・復興に係る業務増大を理由とした簡素化措置は、令和２年度で廃止する。 

○ 令和３年度以降は、以下の理由から、引き続き、評価対象事業数を年４事業程度として運用

する。 

・ 制度導入時点では、事後評価の目的である「同種の事業を実施する際の参考とする」の達

成のため評価事例の蓄積を図る必要性が高かったが、制度の導入から一定期間が経過し事例

が蓄積されてきていること。 

・ 事後評価の実施には、担当課の業務及びB/C算定に係る財政支出等の一定規模の評価コス

トを伴うこと。 

 

47

SS17080044
ハイライト表示


	01_次第_第1回専門委員会
	02_名簿_第1回公共専門委員会
	03_配布資料一覧_第1回公共専門委員会
	04_資料No.1_ 公共事業評価専門委員会のスケジュール　
	05_資料No.2_ 諮問書表紙
	06-1_諮問（知事→政策委員長）
	06-2_諮問（政策委員長→公共委員長）
	07_諮問別紙　公共事業再評価対象事業一覧表
	08_様式 ６再評価箇所一覧表
	09_再評価位置図
	10_目次
	11_調書一括最終版
	1　R3再評価調書（鳥海）最終版
	2　R3再評価調書（翁沢線）最終版
	【翁沢】R3公共事業再評価調書（様式5）_R3.5.31時点（修正）
	20210512-2　翁沢線_位置図

	3　R3再評価調書（佐比内）最終版
	20210518_【佐比内】再評価調書
	20210518_【佐比内】再評価調書（付表）
	20210518_【佐比内】実施状況図

	4　R3再評価調書（笹峠）最終版
	20210517_【笹峠】再評価調書
	20210517_【笹峠】再評価調書（付表）
	20210517_【笹峠】実施状況図

	5　R3評価調書（明内川）最終版
	01_様式５再評価調書（明内川）_210525
	02_計画平面図（明内川）_210513

	6　R3再評価調書（瀬月内川）最終版
	01_様式５再評価調書（瀬月内川）_210525
	02_実施状況図(瀬月内川）

	7　R3再評価調書（岩脇）最終版
	04_様式５再評価調書(H22.3)  岩脇緑が丘アパート (0601）
	02_（参考図面）岩脇緑が丘アパート建替計画


	12_参考資料：詳細審議対象地区の選定について



